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★事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業の内容】

【業務の流れ】

【主な予算費目】

(1)事務事業の振り返り・計画
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の推移
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千円
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千円

安全・安心に暮らせ
るまちづくりの推進

「こどもまんなか社会」
の構築

産業の共生による市経
済の持続的発展

（開始年度　　　　　　年度）
（　　　　　～　　　　年度）

市志合

③予算の主な増減の理由

データ取得方法

法令根拠

見込

(開始した背景・
きっかけ・今後の
状況変化・関係
者からの意見や
要望を含む)

成果指標

ウ

ウ

(3)評価の総括（成果向上の余地・事業費削減の余地）

(4)今後の事業の方向性

 4年度

100

4,761

18

4,779

 5年度

100

4,565

4,565

 6年度

100

1,770

1,770

 6年度

100

1,939

1

1,940

 7年度

100

0

 8年度

100

0

 9年度

100

0

10年度

100

0

(令和 6年度実績と令和 7年度計画) 令 和  7 年  9 月 1 1 日 更 新

社会保障・税番号制度推進事業

   1 自治の健幸 市長公室 末永　大樹

   2 行政経営の推進・改革 企画課 渡邉　光

   4 計画的な施策・事業の推進 企画広報班 1256

行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関

一般   2   1  11    11666
単年度のみ 単年度繰返 26

 6年度で終了  6年度から開始
期間限定複数年度

行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（番号法）に基づく番号制度の導入を円滑に実
施するための庁内の取りまとめを行う。
関係課に番号制度庁内連絡担当者を設置し国や県からの情報を周知するとともに、特定個人情報保護評価の取りまとめ等を
行う。
他機関との情報連携に向けた個人番号の独自利用に係る条例や規則の整備を行う。
デジタル化推進班のスマホ講座メニューの一環としてマイナポータルに関する講座を行なう。
令和7年度はシステム標準化に伴う条例改正を行う必要がある。

国・県からの情報を番号制度庁内連絡担当者を通じ関係課へ周知する。
特定個人情報保護評価の取りまとめ等を行ない、国へ報告する。
他機関との情報連携に向けた個人番号の独自利用に係る条例や規則の整備を行う。

報酬、職員手当等(期末勤勉手当)、旅費(費用弁償)、役務費、使用料及び賃借料

6年度事務事業の成果・実績
国・県からの情報を関係課から選出された番号制度庁内連絡担当者を通じ関係課へ周知した。特定個人情報保護評価の取りまとめ等を行い、
国へ報告した。また、公金受取口座登録支援及び保険証紐づけ支援を行った。令和6年8月に公的個人認証サービスに係る準拠性監査を行った
。令和7年3月に特定個人情報事務取扱に関する内部監査を実施し、各課の取り扱い状況の確認、改善すべき点の指摘を行った。

7年度計画（次年度に計画している主な内容）
①国・県からの情報を番号制度庁内連絡担当者を通じ関係課へ周知する。
②特定個人情報保護評価の見直しを行う。
③特定個人情報の取扱いに関する内部監査を実施する。④システム標準化
に伴うマイナンバーに関する条例改正を行う。

給与改定に伴う報酬の増

特定個人情報保護評価書が適正に作成された割合 ％

％

市民のマイナンバーカード利活用を推進する上で、最低限必要な事業費を計上しており、削減の余地はない。
庁内全体で適正は取り扱いを徹底するため、定期的な保護評価書の見直し及び内部監査を実施する。

廃止 縮小 事業のやり方改善 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）


